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請願審査結果

■継続審査
●政府に「平和の意見書」の提出を求める陳情
　〔陳情者〕ネットワーク「地球村」宮崎
　　　　　　代表　上野匡毅 氏

■撤回
●平和の塔（仮称）建立（戦没者慰霊碑合祀建立）に
関する陳情
　〔陳情者〕西都市遺族連合会　会長　黒木富夫 氏

●有事関連法案に反対する陳情
　〔陳情者〕佐川嘉正 氏

●アメリカのイラク攻撃を中止するよう日本政府の行
動を求める陳情
　〔陳情者〕佐川嘉正 氏

■採択
●国立病院の独立行政法人化にあたり、賃金職員の雇
用継承と医療・看護体制の拡充、院内保育所の継続を
求める請願
　〔請願者〕全医労宮崎支部長　吉留律子 氏

●公立学校教職員の人件費半額国庫負担制度を中心と
する義務教育費国庫負担制度の堅持に関する請願
　〔請願者〕宮崎県教職員組合児湯支部
　　　　　　支部長　谷博喜 氏　ほか２名

決議・意見書の採択

６

税源移譲を基本とする三位一体改革の早期実
現を求める意見書
〔要旨〕
　政府においては、国庫補助負担金、地方交付税、税
源移譲等を含む税源配分のあり方を三位一体で改革し、
６月末までに改革行程表をとりまとめることとされて
いる。この改革に当っては、地方分権の基本理念を踏
まえ、税源移譲を基本とする三位一体改革の早期実現
を強く求めるため、意見書を提出する。
〔提出先〕
衆議院議長・参議院議長・内閣総理大臣　ほか

高鍋公共職業安定所西都出張所の存続を求め
る決議
　平成１７年３月末をもって高鍋公共職業安定所西都
出張所を廃止する意向であることが伝えられているが、
この西都出張所は昭和４３年６月に設置されて以来、
約４０年にわたり、職業紹介や雇用保険関係の業務を
通して、西都地域の雇用の安定に重要な拠点施設とし
て市民に定着し、本市の経済及び社会の発展に大きく
貢献してきた。
　特に、現在の雇用情勢の厳しい中、西都出張所の果
たす役割はますます重要になり、市民の最も身近な窓
口として今後も大いに必要である。
　然るに、この西都出張所を廃止することは、市民の
雇用に対する不安は増幅し、地域の雇用の安定にも影
響を与えるだけでなく、本市の地域振興や活性化にも
重大な影響を与えることになる。
　よって、本市議会は、高鍋公共職業安定所西都出張
所の存続を強く要望する。
　以上、決議する。

国立病院の独立行政法人化にあたり、賃金職
員の雇用継承と医療・看護体制の拡充、院内
保育所の継続を求める意見書
〔要旨〕
　国立病院が平成１６年４月から独立行政法人に移行
することにあたり、国立療養所宮崎病院の機能強化等
を強く求めるため意見書を提出する。
〔提出先〕
内閣総理大臣・厚生労働大臣・総務大臣　ほか

義務教育費国庫補助負担制度の堅持に関する
意見書
〔要旨〕
　教育の機会均等と教育制度の維持向上を図るため、
義務教育費国庫負担制度を堅持するよう意見書を提出
する。
〔提出先〕
内閣総理大臣・総務大臣・財務大臣　ほか
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